被害状況確認システムに関する市町村アンケート単純集計結果

１　アンケートの目的
平成27年９月２日に実施した「平成27年度障害児者向け施設被害状況確認訓練」を踏まえ、市町村の被害状況確認システムの閲覧状況、利用可能性等を調査し、今後の被害状況確認システムの運用・改善の参考とする。

２　調査の対象及び調査方法
県内市町村の障害福祉主管課に調査票を送付し、電子メールにて調査票を回収

３　調査時期
平成27年９月

４　単純集計結果
Ｑ１　貴市町村では、これまでに被害状況確認システムを閲覧したことがありますか？ 
	区分
	回答数
	回答率（％）

	ア　これまでに閲覧したことがある
	8
	24.2

	イ　今回初めて閲覧した
	12
	36.4

	ウ　これまで閲覧したことがない
	13
	39.4

	合計
	33
	100.0


本システムは、平成25年度から運用しているが、閲覧したことのある市町村は６割に留まった。

Ｑ２　貴市町村では、今回の被害状況確認訓練（９月２日実施）に合わせ、「障害福祉情報サービスかながわ」の被害状況確認システムを閲覧しましたか？ 
	区分
	回答数
	回答率（％）

	訓練開始前・訓練当日・訓練終了後に閲覧した
	3
	9.1

	訓練開始前・訓練当日に閲覧した
	4
	12.1

	訓練開始前・訓練終了後に閲覧した
	1
	3.0

	訓練当日・訓練終了後に閲覧した
	2
	6.1

	訓練開始前にのみ閲覧した
	3
	9.1

	訓練当日にのみ閲覧した
	3
	9.1

	訓練終了後にのみ閲覧した
	4
	12.1

	閲覧していない
	4
	12.1

	無回答
	9
	27.3

	合計
	33
	100.0


今回の訓練の当日又は前後に本システムを閲覧したのは６割であり、当日閲覧したのは４割弱（36％）であった。

Ｑ３　貴市町村では、この被害状況確認システムをどのように活用しようと考えていますか？具体的に御記入ください。（複数回答有）
	区分
	回答数
	回答率（％）

	被害状況の把握
	9
	27.3

	災害対策部署等への情報提供
	6
	18.2

	事業所との連絡方法の確認
	5
	15.2

	家族等への情報提供・照会対応
	5
	15.2

	受入可能人数の把握
	2
	6.1

	その他
	4
	12.1

	無回答
	12
	36.4


本システムにより得られた情報の活用方法としては、「被害状況の把握」（27％）、「災害対策部署への情報提供」（18％）、「事業所との連絡方法の確認」（15％）、「家族等への情報提供・照会対応」（15％）であった。

Ｑ４　被害状況確認システムでは、「連絡事項」欄に事業所が連絡事項を自由に入力できるようになっています。この欄に共通的にどのような内容を入力してもらえれば有効に活用できるとお考えですか？（複数回答有）
	区分
	回答数
	回答率（％）

	利用者への対応状況
	10
	30.3

	被害状況の詳細
	2
	6.1

	被害が発生した事業所の今後の運営方針
	2
	6.1

	要援護者の受入可能人数等
	1
	3.0

	近隣住民の被難状況
	1
	3.0

	その他
	2
	6.1

	無回答
	20
	60.6


連絡事項欄に事業所に記入してもらいたい内容として、「利用者への対応状況」と解答した市町村が30％であり、回答者の４分の３を占めた。

Ｑ５　貴市町村では、独自に災害時等に、障害福祉施設等から情報を収集する体制を整備していますか？
	区分
	回答数
	回答率（％）

	ア　体制を整備している
	6
	18.2

	イ　体制整備に向けて、現在検討中である
	4
	12.1

	ウ　体制を整備していない
	23
	69.7

	合計
	33
	100.0


独自に災害時等に、障害福祉施設等から情報を収集する体制を整備しているかを聞いたところ、「体制を整備している」は18％、「体制整備に向けて、現在検討中」は12％であった。

Ｑ６　その他、被害状況確認システムについて、御意見、御要望等がありましたら自由に御記入ください。
主な自由意見等は次のとおりでした。
・　県・市町村により災害対策本部の設置基準が異なっていたり、局所的に災害が発生する場合もあるので、市町村を限定してメール配信できると良い。
・　メールアドレス登録がされていない事業所があったり、法人単位でしか回答していないところも見られるので、メールアドレス登録と事業所単位で回答することを徹底する必要がある。
・　発災直後だけでなく、その後も情報が更新されるようになっていると問い合わせ等に対応しやすい。
・　県の主催する事業所や市町村が一堂に会する会議時に、他機関の状況等を含め利用方法等を再度詳しく説明していただきたい。
・　画像が添付できたり、消防などの他のシステムと連携できるようになると 有効に活用できると思われる。
